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1. 序
一国が貿易を行なうのは，それによって封鎖経済の場合よりも実質所得を高めることが
できるからである。つまり貿易利益を得ることができるからである。しかし貿易利益とは
どのようなものであり，またどのような条件の下で得られるのであろうか。
一般的に，各国は生産要素の賦存状態，生産技術の条件，および需要条件などが違って
おり，その結果，財価格（比率）や生産要素価格（比率）は各国間で異っているのが普通
である。したがって，財の貿易や生産要素の国際的な取引が行なわれるインセンテイプが
存在するのであり，そのようなインセンティブが存在する限り，対外取引から利益を得る
可能性があるのであるが，それは一国が貿易利益を得るための，十分条件ではないのであ
る。場合によっては，自由貿易を行なうよりも封鎖経済の方が実質所得の点で好ましいこ
ともあるし，何らかの形で貿易量や資本の取引量を制限する方が好ましい場合もあるので
ある。したがって，それぞれのケースに応じて，最も最適な（実質所得を最大にするよう
な）貿易政策や投資政策を明らかにする必要があるのである。
小論の課題は，貿易のみが行なわれるものとして，貿易から得られる利益を，静学的な
側面と長期的な側面に分けて明らかにすると共に，小島清 (1981)が提起している企業経
済貿易論について，若干の考察をすることである。
2. 静学的な貿易利益
周知のように， Samuelson,P. A. (1962)や Kemp,M. C. (1~69) は，生産や市場に
関するある特定の条件がみたされる場合には，「自由貿易ないし制限された貿易は，封鎖
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経済の状態よりも実質所得の点で優れているか，少なくとも悪くはない」という命題を示
している。通常，貿易の利益といわれているものがこれである。 Ohyama,M. (1972) 
は，このような Samuelson-Kemp鉗題を，より一般的な定式化の中で導いている。他
方，小島清 (1981)は，従来の伝統的な貿易理論は，貿易利益を消費の増加による経済的
厚生（実質所得）の増加としているので，消費経済貿易論であるとし，企業者行動を積極
的にとり入れた企業経済貿易論が必要であると主張している。
貿易によってどのような利益が得られるかということは，国際経済学の最も基本的な問
題である。 Kemp,M. C. (1969)も述べているように，各国は強制されて貿易をするの
ではなく，自らの意志でするのであるから，貿易から何らかの利益を得ているはずであ
る。池本清 (1978)が整理しているように，確かにある国は貿易を通じて，さまざまな利
益（不利益）を得るであるが，従来の理論では，それらは結局貿易量と交易条件というタ
ームを通して，より高い（低い）社会的無差別曲線に到達できるという形で示されている
のである。そこで，まずこのような伝統的な方法によって，貿易利益を明らかにすること
にしたい。その際，生産要素量と生産技術が一定で， したがって生産フロンティアが与え
られているものとする。
さて，ある国がある財の輸入を自由化すれば，それによって利益を得る者と損失をこお
むる者との対立が生ずる。逆に，今迄自由に輸入していたものを関税などによって制限す
る場合には．その利害関係は逆転することになる。このような対立関係が生ずるのは，貿
易によって財価格（比率）が変わり，その結果所得分配が変わるからであが，それにもか
かわらず同一の社会的無差別曲線を用いることができるためには，たとえば政府が何らか
の政策によって社会の構成員の所得分配を最適に保ち続けるという想定を必要とするので
ある。したがって， Samuelson-Kemp命題ないし自由貿易の利益は，そのような想定の
上に立った潜在的なものである，それ故に，一国が貿易によって得る利益というのは，基
本的にはこのような潜在的な意味での実質所得水準が，貿易によって高まるということで
ある。
そこでこの利益を完全雇用，完全競争．財市場と要素市場におけるディストーション
がないという通常の仮定の下で，示すことにする。いま国は2つの最終財（第1財と第2
財）を2つの生産要素を完全利用して生産するものとする。生産関数は一次同次で，限界
生産力逓減に従う狭義の凹関数であるものとする。他方， 2つの最終財の消費によって得
る個人の効用を示す関数は，狭義の準凹関数であり，それから得られる社会の効用関数
も，狭義の準凹関数であるものとする。
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図1で， Ti四は両財の生産可能曲線であり， u。約， U2は両財の消費によって得ら
れる社会的無差別曲線である。まず，封鎖経済の均衡点 Po点では，両財の限界変形率
(MRT)と限界代替率 (MRS)は，共に封鎖経済の下での財価格比率 Poに等しく，し
たがって，封鎖経済の下での実質所得は最大化されている。それは約の効用指標で示さ
れている。もちろん， Po線上の全ての財の集合は， Po点での生産によって到達できるの
であるが，その中で実質所得水準を最大にする点は， poである。したがって，加の価格
の下では自国は貿易を行なうインセンティブを持っていないことになる。しかし， Poと
は違った価格比率，たとえば第1財の相対価格がより高いがが外生的に与えられるもの
とする。
PoはPo点での MRTに等し<. MRTはまた両財の限界費用比率に等しいので， Po
とがを比較することによって， P'の下では自国は第1財に比較優位を持つことになる。
その結果，もし生産要素が移動しうるとすれば，第2財から第1財に向けて移動し，それ
によって第1財の生産が拡大して第2財の生産が縮少することになる。そして最終的に
は，生産点は R になり，それに対応する P'線上の財の集合が入手可能になる。もちろ
ん， R点以外の財の集合を得るには， P'の価格で外国と貿易を行なう必要がある。
外国とら貿易を考える場合に，自国の実質所得水準を最大にするためには， MRS=
MRT=FRTが成立しなければならない。ただし， FRTは外国貿易におとる限界変形率
X1 
?
図1
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であり．いまの場合，ダの傾斜に等しい。したがって，生産点は Pi,消費点は C1であ
!), RPiの第1財を輸出して， RG_1の第2財を輸入することになる。ところで，このよ
うな（自由）貿易は，封鎖経済の湯合よりも自国の実質所得水準を高めることがわかる。
すなわち，凡点から両軸に平行に ti線とわ線を引いてみよう。 R点に接するか線上
で， t1PrJ2にかこまれた領域内にある点の1つを Qiとすると， Q1点では P0点よりも
頁財の入手可能量が大きいので，両財が通常の財である限り， Po点よりも Qi点の方がよ
り高い実質所得水準を示す社会的無差別曲線が通ることになるからである。ただ， Q1点
ではP'の傾斜は MRSよりも小さく，最適な消費点に比較して，第2財の消費量は少
なく，第1財の消費量は多いのである。したがって，貿易三角形が PiR'Q1の場合には，
まだ貿易量を拡大するインセンティブが存在することになる。そして最終的には，消費点
が Ciになり，貿易三角形が PiRCiになり，実質所得水準が約の効用指標になるので
ある。
以上の議論は，財価格の変化に対する生産と消費の調整が瞬時的に行われるか，あるい
は全ての調整が完了する長期の側面に関するものであった。一般的に，財価格の変化に対
して消費側は比較的短期間に調整が行なわれるのであるが，生産側を調整するのには時間
四~かる。したがって，新しい財価格ダに対して消費側は調整されるのであるが，生産
点はさしあたり P0に止會まり，若干の時間が経過した後に， R点に移行すると考えるの
が現実的であろう。したがって．このような短期においては効用水準は約に達し，長期
的にらに到達すると考えることができるのである。なお，約から佑への上昇は消費の
利益といわれ，約から U2の上昇は特化（生産）の利益といわれている。
さて，このような形での貿易利益の証明には，多くの仮定を前提にしている。その第1
は，図1のようにユニークで well.:behavedな社会的無差別曲線がえがかれるどいうこ
とを想定しているということである。貿易によって財価格（比率）が変わるので，ストル
パー・サムエルソン定理から，所得分配が変わり，したがって，一般的には貿易前とは違
った社会的無差別曲線の体系が生ずることになる。そこでこのような貿易利益を証明する
ためには，何らかの方法で貿易の前後を通じて，同一の社会的無差別曲線が得られるよう
に工夫しなければならない。その1つの方法は，前述のようにたとえば政府が何らかの政
策によって，各個人にとっての最後の1円の社会的な効用が全て等しくなるように，つま
り所得分配を最適にすることができるものと想定するのである。このような場合には，貿
易の前後を通じて同一の社会的無差別曲線が得られるので，前述の貿易利益は，このよう
な政策がとれることを前提にした潜在的なものである。また同時に，凸状のなめらかな社
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会的無差別曲線を仮定しているのである。もしこのような well-behavedなものでなけ
れば，消費点がユニークに決まらなかったり，効用を最小にするような消費点が得られる
ことになるであろう。
第2に，・完全雇用と完全競争が成立し，財および要素市場にデイストーションが存在せ
ず，図1のような well-behavedな生産フロンティアが得られるということである。も
しこのような諸仮定がみたされなければ， Ti巧ようなスムースな変形曲線は必らずしも
得られず，したがって自由貿易の状態が封鎖経済の状態よりもベクーであるという結論
は，必らずしも得られないのである。
実は，このような諸仮定が必らずしもみたされないということが，保護貿易の主張の重
要の根拠となるのであり，したがって貿易摩擦の経済学的な説明の根拠とされるのであ
る。この中，最近の貿易摩擦との関連で重要なケースは，短期的には生産要素は移動性を
欠いており，同時に生産要素価格が下方に硬直的であるために，不完全雇用（使用）の状
態が生ずるということである。このような場合，失業による生産額（側）の損失が，交易
条件の有利化による消費の利益を上回り，自由貿易の結果，封鎖経済の状態より•も実質所
得水準が低下することが生ずるのである。したがって，このような場合には貿易を制限す
る方が好ましいことになるのである。・
図2で，封鎖経済の価格比率Poより第1財に有利な価格比率P'が与えられたとする。
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しかし生産要素の報酬率は一般的に下方硬直的であり，また短期的には生産要素は移動性
を欠いている。したがって，第1財の生産はもとのままで，第2財の生産が低下するとい
うことが十分考られるのである。そのような場合，たとえば生産点がP2のときに，貿易
三角 P2R2C。で示される貿易を行っても，封鎖経済の下での実質所得水準に等しいものし
か得られないことになる。このようなケースは，失業による生産額の損失が交易条件の有
利化による消費の利益に等しいのである。しかし，生産点がBからさらにX1に向って
シフトし，失業による生産側の損失が大きくなれば，自由貿易下の厚生水準は封鎖経済の
下でのそれを下回ることになる。このような場合には，保護貿易が正当化されることにな
る。
第3は， 2つの図からも明らかなように，自国の実質所得水準は2つの最終財の消費量
のみの関数であるということである。そこで，そのような実質所得＊準が貿易を考えるこ
とによってどう変わるかを定式化しよう， i財 (j=l,2)の自国の生産量と消費量を，
X1, D; とし，実質所得水準を“とすれば
u=u(D1, D2) 
となる。これからその変化は
du/約=dD汁pdD2
(1) 
(2) 
となる。ただし，町=8u/8D ;,P=P2/. かである。他方，．自国の予算の制約式は， D1+PD2
=X1+PX2であるから，これを変形し，その際生産が効率的に行なわれるための必要条
件，つまり生産フロンティア上で生産が行なわれるための条件 dX1+Pd.品=Oを用いれ
ば， (2)は
du/約=-EtiP ・・ (3) 
となる。ただし， E2=D2ー ふで，自国の第2財の輸入量である。
(3)から，自国の実質所得水準の変化は，自国の輸入量と交易条件の変化の積に等しいこ
とが知られる。また自国は第1財を輸出して第2財を輸入しているので，交易条件の有利
化 (dP<O)は，自国の実質所得水準を高めることなる。より一般的には，貿易利益は貿
易量と交易条件によって決まることになるのである。
さて，このような従来の貿易利益についての理論に対して，小島清 (1981)はそれが消
費者の厚生水準の向上に帰することになるので，消費経済的な貿易論であると批判してい
る。小島教授の基本的なねらいは，貿易利益実現のためのイニシアテイブをとる企業家の
役割を陽表的にとり入れようとすることにある。確かに．、従来の貿易利益の説明では，企
業家のビヘイビアは陽表的には現われていない。しかし，これはこのような厚生分析をす
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る限り，陽表的に扱うことはできないのである。ただ，従来の分析でも，生産が効率的に
行なわれるという仮定，つまり dXサpdふ=Oという条件は，利潤極大を目的とする企
業家のヒヘイビアを前提にしているのである。
小島教授は，~素報酬の増加」という別の概念を導入し，これを「生産上の利益」として
いる。それは貿易の開始によって財価格（比率）が変化し，それに伴って生産点が生産フ
ロンティア上をシフトすることによって得られる要素報酬の増加のことであるとされる。
これは新しい財価格に対応して生産側が調整されることによって得られる利益，つまり特
化の利益とは別物であるといわれる。わたくしには，「生産上の利益」がどのようなもの
であり，何故そのようなものを考える必要があるのか，よく理解ができないのである。こ
の点を含めて，小島理論については， 4節で改めてとりあげる。
3. 長期的な貿易利益
以上の議論は，生産技術や生産要素量，およびテイストが一定の短期における貿易利益
に関するものであった。しかし，この問題をオーバー・クイムにみれば，生産技術や生産
要素量が変わり，またテイストも変化していくであろう。このような場合，成長のあり方
いかんによっては，自由貿易の方が保護貿易や封鎖経済の状態よりもベターであるとは必
うずしもいえなくなるケースが生ずることになる。
このような長期の側面から貿易利益をとりあげる場合，いろいろなアプローチを考える
ことができる。たとえば， Togan,S. (1975)は， 2部門成長モデルを用いて，長期均衡
における貿易利益が貯蓄率と封鎖経済の下での比較優位構造に依存することを示している
し，長期的な貿易利益を問題にした窮乏化成長論や幼稚産業保護論，さらにデイストーショ
ン下の成長などもある。より一般的に，比較優位の動学化や，貿易と成長に関するトビッ
クスは，長期的な側面に立った貿易利益を問題にしているのである。前節の静学的な貿易
利益が，一定の生産フロンティアの下での議論であったので，ここでは何らかの要因によ
って自国の生産フロンティア加拡張した湯合の，貿易と保護の問題を考えてみることにす
る。より具体的には，窮乏化成長，幼稚産業保護論．およびデイストーション下の成長を
考えることにする。
まず最初に，成長と実質所得との関係を定式化しておく必要がある。そのために，前節
のモデルにシフトパラメターd を導入し，このシフト・パラメターの変化が，自国の実
質所得に与える効果を示すことにする。••前述のように自国の効用関蒙は
u=u(D1. D2) (1) 
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である。しかし，成長を考慮した場合の自国の予算の制約式は
DサPD戸ふ (P,a)+Pふ(P,rt) 
となる。 (1)から
1 du dY dD1 dD2 
--=-=— +P 
1'1ム d<t 血 dct
をうる。他方， {4)を dで微分し， (5)を用いれば
岱＝警+P警＝［翌＋噌］皇＋［磨＋誓]+x; 岳ー D2翡
aY'dP 
=~ ―E宝
(4) 
(5) 
(6) 
となる。ただし， 8X1/8ヽ+P8X2/紐=8Y/紐>oとしており．また生産が効率的に行な
われており，その結果 8Xi/8P+P8Xi凶沙=Oが成立するものとしている。しかし，何ら
かのデイストーションのために生産が効率的に行なわれなければ， 8ふ1ap+paふ/8P~O
となる。
(6)から，成長による自国の実質所得の変化は交易条件一定の下での生産額の変化と，
成長が交易条件に与える効果を通じて実質所得に与える効果の和から成ることが知られ
る。 (3)と(6)は， (6)にP一定の下での成長の利益 8Y/8<:tがある点を除けば，基本的には
同じである。 (6)の場合，もし成長の結果交易条件が有利化すればそれだけ実質所得は高ま
るが，しかし 8Y/8tt>Oがあるので，交易条件の不利化がそのまま自国の実質所得の低
下になるとは限らないのである。そこで dp/daを求める必要がある。
交易条件 Pは．貿易収支が均衡するように決まるものとすると，自国の成長を考慮し
た上での貿易収支の均衡式は
PEz(かa)=E1*(l/P) (7) 
で与えられる。ただし.E1*は外国の第1財の輸入量である。・(7)からdp/dr1,を求めれば
8品. a品．p- p-dp . • 加 ar1,＝＝ dd 品(7J十が一1) EuJ (8) 
1 
となる。ただし， 'I)= fJEzP. 8E1* P - -・ ap Ez・ >ol炉= >oでそれぞれ自国と外国の輸入需1・E1* a-p 
要の弾力性である。また J=(1J+1J*ー l)であり，貿易均衡点の安定性を仮定して， .J>O
とする。したがって， 8Ea/8rtを求める必要がある。
E.zは自国の第2財の輸入であるが，いまの場合， X2は aの関数でもあるので
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品=Da(P,Y)-X2(P, ct) 
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(9) 
となる。ただし， Y=X1+Pふである。 (9)から P一定の下での 8E2/8<£ を求めれば
警=t⑯ -P)聾 (10) 
となる。ただし， ~=P8D2/8Y で自国の第2財の限界輸入性向であり， ft= 8ふ/8<1,
8Y/8a 
て，
P一定の下で Yの増加に占める第2財生産の割合である。 0.0)を(8}に代入すれば
aY 
dp (匹ー ft)玩
d<1, E2d 
となる。前述のように 8Y/紐>oであるから
dp 
sign - =sign(匹 -p)
da 
Ul 
四
となる。したがって，もし匹>Pであれば，交易条件は自国に不利化し，四<fJであれ
ば有利化し，加=/Jであれば不変となる0 .(l)を(6)に代入すれば
店=[ 1-言］託 閥
となる。 U3lから， 8Y/8e1,の係数の符号によって netの利益があるかどうかが決まること
になる。ものその符号がマイナスであれば，成長の結果かえって実質所得が低下するとい
う窮乏化成長 (immiserizinggrowth)がおこる。
さて，問題は aを具体的にどう考えるかということである。 自国の生産フロンティア
を拡張する要因として，さまざまなものを考えることができるが，その中，国内的なもの
としては，資本蓄積，人口成長，学習効果による技術進歩，（企業）経営資源などが考え
られる。また外国との貿易や資本の取引を通じて，自国の生産フロンティアを拡張するも
のとしては，市場の拡大による規模の経済，資本や技術の導入などが考えられる。そして
そのような諸要因による aが，特定の産業に specificなものである場合も考えられる。
特にわれわれの関心をひくのは，資本の成長．技術進歩および経営資源の拡大が，特定の
産業に specificな形で行なわれるケースである。このような場合，生産フロンティアは
特定の産業にかたよった形で拡張するのであるが，実はこのようなケースが，窮乏化成
長，幼稚産業保護論．および貿易摩擦の発生に関連しているのである。
まず，前述の窮乏化成長は，輸出産業にかたよった形で生産フロンティアが拡張し，そ
のために貿易収支を均衡さすための交易条件が自国に十分不利化し，それによる損失が成
長の利益を上回るために，成長の結果かえって実質所得が低下することになるのである。
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(13)からそのような窮乏化成長が起こらないためには， fJ~m2+l-7J-1J*であればよいこ
とがわかる。したがって，拡張した生産フロンティア上に決まる新しい生産点が，そのよ
うな条件をみたすように保護しなければならないことになる。
次に，幼稚産業保護論はどのように扱えるであろうか。周知のように，幼稚産業保護論
は，現在は比較劣位にあるが，将来比較優位になる可能性を持った産業を一定期間保護し
て輸出産業に育成しようとする議論であり，しかもそのために要したコストが回収される
と共に，初期の自由貿易の状態における実質所得水準よりも，より高い実質所得水準に達
するということを基本的な特徴としている。したがって，そのための心要条件は，生産フ
ロンティアが輸入産業にかたよった形で拡張することである。そのエッセンスを大山道宏
(1975)などにそって図示すれば，図3のようになる。
図3で， Ti巧は幼稚産業（第2財）を保護する以前の自国の生産フロンティアであ
る。したがって，世界価格（比率） Pの下で， Ti点（第1財の完全特化点）で生産し，
C1点で消費し，約の実質所得水準に達していることになる。次に生産点と消費点が S
になるように輸入関税を課せば，封鎖経済の状態になるが，これによって，実質所得水道
は約に低下することになる。この実質所得水準の低下を第1財で表わせば， T1R。の減
少となる。しかし，このような輸入産業に対する保護によって，さしあたり輸入財の国内
生産は，ゼロから 0瓦に高まる。 O叉の第2財の国内生産は学習効果を発揮して，一定
X1 
?
Ti Ti 
?
図3
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期間の後に生産フロンティアを T1巧’に，輸入財にかたよった形で拡張することが期待
される。その結果，初期の価格比率 Pの下で，生産点と消費点は P2,C2にシフトし，
貿易パターンの逆転と共に，実質所得水準の約への上昇が可能になるのである。したが
って，約から Uoへの実質所得水準の低下が，保護のコストを表わし，約から U2への
上昇が保護による利益を表わす。したがって，約から U2への上昇が netの利益であ
り， これを第1財で表わせば， TiR2である。このような議論からいえることは，幼稚産
業の保護が成功するためには，保護期間における学習効果によって，生産フロンティアが
輸入財産業にたよった形で拡張し，それによって，超逆貿易偏向的な生産バターンが実現
することが必要となる。もちろん，それが十分条件でないことはいうまでもない。
次に，デイストーション下の成長を考えてみよう。これも，これまでの2つのケースと
同様に，生産フロンティアが拡張するのであるが，たとえば輸入関税のようなデイストー
ションが存在するために，成長後の実質所得水準がかえって低下するようなケースであ
る。このようなケースは最初 Johnson,H. G (1967)によって示されたのであるが，
Bhagwati, J. (1971)はそれを一般化し，国内市場であれ，外国市湯においてであれ，何
らかのデイストーションが存在する下での成長は，成長前よりも実質所得水準を引下げる
可能性を持っていることを示した。このような可能性の存在は，単に貿易政策のあり方に
重要な意味を持っているだけでなく，宇沢 (1969)一浜田 (1971)命題が示しているよう
に，国際資本移動のあり方にも関係してくるのである。
Johnson, H. G. (1967)は，一定の交易条件の下で資本集約財を輸入する国を考え，
その国が資本蓄積によって生産フロンティアを拡張するとしても，もしその輸入財に対し
て関税がかけられておれば，成長の結果かえって実質所得水準が低下することを示してい
る。もちろん，成長の前後を通じて自由貿易を行なうのであれば，その国の実質所得水準
は必らず高まることになる。しかし，もし輸入財に関税がかけられておれば，リプチンス
キー線は自由貿易の場合よりも，成長前の生産フロンティア上で，輸入財の生産がより大
きく，輸出財の生産がより少ない点からスタートすることになる。したがって，そのよう
なリプチンスキー線の傾斜と交易条件の傾斜の大小関係いかんによっては，成長後かえっ
て実質所得水準が低下するケースが生ずることになる。多くの低開発国では，一方では資
本集約的な輸入財の国内生産を保護するために，その財の輸入に関税を課すと共に，他方
では先進国から資本を導入して，生産フロンティアを拡張しようとしているので，このよ
うな成長は多くの低開発国の実質所得水準を低下させているかも知れないのである。この
ような実質所得水準の低下は，関税というデイストーションのために生じたのであり，図
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4はそのようなケースを示したものである。
図4で，成長前の自由貿易の下での生産点と消費点は， Po, C。であり，実質所得水準
は約である。いま第2財の輸入に一定の関税を課し，生産点と消費点を Pi,C1 Iこシフ
トさせれば，実質所得水準は約に低下する。第2財が資本集約財であるとすれば，スト
ルパー・サムエルソン定理から，資本のレンタルが高まるので，資本が流入してくること
になる。その結果第2財にかたよった形で生産フロンティアが拡張し，新しい生産フロン
ティア T1Tz'と国内価格比率が1が接する点 Ri.を， リプチンスキー線 PiR1が通る
ことになる。したがって,Ri点が成長後の生産点であり，消費点は Riを通る交易条件
線P上で， MRS(両財の限界代替率）が pdと等しい C2となる。明らかに， C2を通
る実質所得水準約は成長前の約よい低く，したがって，資本流入ないし資本蓄積によ
る成長は，実質所得水準を低下させていることになる。
図4から明らかなように．リプチンスキー線と交易条件の傾斜の大小関係によって，成
長後の実質所得水準が決まることになる。もし，リプチンスキー線の傾斜がPのそれよ
9ゆるければ，成長後の実質所得水準は高まることになる。なお, Bertrand, T. J. & 
Flatters, F. (1971)は，このように成長後，実質所得水準が低下するかどうかは，生産
要素の代替弾力性と両財部門における要素集約性に依存することを示している。
以上のように，何らかの成長要因によって生産フロンティアが拡張する場合における保
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護貿易の効果を考えてきた。一般的にいって，現実にどのような貿易の形態が選ばれるか
は前節のような生産フロンティア一定の下での静学的な貿易利益にそって判断されるより
も，むしろ不断に生産フロンティアがシフトし，選好体系もシフトするような動学的な側
面における貿易利益に基いていると考えられるのである。
4. 小島教授の貿易利益
小島清 (1981)は，従来の貿易理論では，貿易利益を消費の増加による経済的厚生の増
加としているので，消費経済貿易理論であるとし，企業者行動を積極的にとり入れた企業
経済貿易論貿易が必要であると主張する。そして，「生産上の利益」という新しい概念を
導入されている。
この中，前者は従来の貿易利益のとらえ方に対する批判であり，後者の「生産上の利
益」というのは，新しい提案である。
まず，前者については，社会的効用関数を(1)のように u=u(D1,D2)という形で表わ
す限り，貿易利益を U の上昇という形で表現する以外に方法がないのである。あるいは
図1のように，両軸に2つの最終財の量をとった伝統的な表示方法で示す限り，貿易利益
は消費の増加による厚生水準の上昇という形で示すほかはないのである。そこでは，企業
者の行動は，生産フロンティアの中に暗黙の中にとり入れられているのである。結局のと
ころ，生産者と消費者の両方が，与件の変化に対してとった最適化行動の結果得られる厚
生の増分が，貿易利益として示されているのである。小島教授のいわれるように，貿易利
益は確かに，消費者の厚生水準の向上という形で表わされている。しかしそのことによっ
て，従来の貿易理論が消費経済的な貿易論であるといえるのかどうか疑問である。という
のは，そこには生産側の調整も含まれているからである。
次に，「生産上の利益」とは何であろうか。実のところ，その中味がはっきりしないの
である。わたくしの想像では，企業家の貢献に対する報酬をさしているのではないかと思
われるが，しかし別のところでは，資本とか労働といった生産要素に対する報醐の増加と
して定義されている。
小島教授のねらいは，企業家のビヘイビアを，貿易モデルにとり入れたいということで
あると思われる。つまり，企業家が生産や貿易活動のイニシアティブをとっている事実を
考慮する必要があるとVヽ うことであると思われる。確かに，わが国の貿易を考える場合，
企業家のヒ｀ヘイビアを考慮することは重要である。特に貿易摩擦といった現象は，わが国
91 
92 闘酉大學「経清論集」第32巻第1号
の輸出業界のはげしい競争をぬきにしては説明できないからである。しかし，そのような
企業家のブヘイビアは，どのような形で一般均衡的なモデルにとり入れることができるで
あろうか。
わたくしの着想は，前述の成長要因 d を，企業活動の代理変数として用いることがで
きないかということである。もし輸出産業部門で，相対的に積極的に企業活動が展開して
おれば， aは輸出産業に specificな成長要因と考えることができ，その結果，輸出産業
にかたよった生産フロンティアが得られることになるであろう。そのような場合にもし交
易条件が一定であれば，貿易促進的な効果を発揮し，実質所得も高まるが，交易条件が可
変的であれば，貿易量は縮少し，場合によっては，窮乏化成長となることも考えられる。
5. 結び
貿易利益をどのように考えるかは，貿易理論の最も基本的な問題であるが，同時に非常
にこみいった問題でもある。この点については，前述の Samuelson,P. A (1962)や
Kemp, M. C. (1969)の古典的な論文を始め， Ohyama,M (1972)や Ohtani,Y.(1972) 
うによる厳密な証明がなされている。
しかし，貿易から得られる利益は多面的に検討する必要がある。小島清 (1981)の意
図も，基本的には一国が貿易からさまざまな利益を得ていることを強調しようとしている
とも考えられるのである。また池本清 (1978)も，貿易利益にはさまざまなものがあると
共に，貿易不利益もあることを強調している。このように，貿易利益が多様な側面を持っ
ていることが，貿易摩擦の基本的な原因であるともいえるのである。
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